予算要求資料
平成２８年度当初予算　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童福祉諸費
	事業名　県里親連合会補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部　子ども・女性局　子ども家庭課　児童養護係　
電話番号：058-272-1111（内2636）　
E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　454千円（前年度予算額：454千円）

＜財源内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	454
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	454

	要求額
	454
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	454

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
岐阜県里親連合会は、県内の里親で構成される県域団体である。日頃から里親にかかる普及啓発や、里親の資質向上のための研修、里親間の連絡調整等を実施し、里親支援において重要な役割を担っている。里親連合会の活動を通して、里親のことをより多くの方に知っていただくとともに、里親同士の横の繋がりを築き、里親が安心して里子を養育できるよう、県里親連合会への支援を行う。
（３）県負担・補助率の考え方：県10/10
（４）類似事業の有無：無
３　事業費の積算内訳　                                    （単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	454
	県里親連合会補助金


	合計
	454
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況
・岐阜県の里親委託率※1は8.5%：全国44位（H26.3.31現在）

・全国の平均里親委託率は15.6%（H26.3.31現在）
※1 里親委託率=(里親委託児童数)/(乳児院・児童養護施設入所児童数+里親委託児童)
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	県里親連合会補助金

	補助事業者（団体）
	県里親連合会

	補助事業の概要
	（目的）県里親連合会の活動を通して里親の認知度を向上させ、里親同士の横のつながりを築き、里親が安心して里子を養育できるよう支援する。
（内容）里親賠償責任の保険加入、三日里親事業の実施、東海・北陸ブロック里親研究大会への参加、「里親だより」発行等

	補助率等
	定額・定率・その他（）

	補助効果
	里親の研修受講による養育技術の向上、里親の孤立化を防止するネットワーク形成等に資する事業である。

	終期の設定
	終期：平成２７年度
（理由）事業開始より３年以上経過のため。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

里親が里子を安心して養育できるよう里親支援を行うとともに、里親制度の推進・新規登録者の発掘を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H26年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(H41年度末)

	1 新規登録里親数（世帯）
※数値：各年度実績数
	34
	30
	30

	2 里親委託率（％）※数値は各年度末
	9.2
	12.1
	30.9


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	307千円
	321千円
	359千円
	(予算額)

454千円
	(要求額)

454千円

	指標①目標
	30
	30
	30
	30
	30

	指標①実績
	11
	21
	34
	(推計値)

30
	(推計値)

30

	指標①達成率
	36.7％
	70.0％
	113.3％
	(推計値)
100％
	(推計値)
100％

	指標②目標
	6.0
	  6.0
	9.2
	12.1
	30.9

	指標②実績
	6.8
	  8.5
	9.2
	(推計値)

12.1
	(推計値)

30.9

	指標②達成率
	113.3％
	141.7％
	100.0％
	(推計値)
100％
	(推計値)
100％


（前年度の成果）

	・啓発面では、里親月間行事に参加し、広く地域住民に里親制度への理解を求め、新規里親の開拓に努めた。

・登録里親への支援としては、里親大会への参加費を一部助成し、里親が養育について学び、他県の里親等と交流する機会を設けた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
里親が孤立しやすい傾向にあるが、里親会に属しない里親や、属していても行事に参加しない里親等に対してはアプローチができない。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	里親同士で繋がりをもち、里親の孤立防止を図ることは、里子の健全な養育のためにも必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	新規里親登録数は近年増加傾向にある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	事務局である児童家庭支援センター「はこぶね」が中心となって連絡調整を行い、県内５か所の地方里親会をとりまとめている。


（事業の見直し検討）

	・近年、里親委託率が上昇傾向にある等、補助金交付の成果が出てきているところ。岐阜県家庭的養護推進計画で定める里親委託率を達成するためには、引き続き継続的に里親連合会への支援が必要。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）
　岐阜県では、家庭的養護推進計画の下、今後、家庭的な環境で要保護児童を養育する割合を高めていく方針。そのため、行政、児童養護施設等関係機関との連携を強化し、里親・里子の支援活動に引き続き取り組む必要がある。


